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はじめに 
 

 開発途上国においても、地域の経済や個々の生産主体が余すことなく経済

のグローバル化に影響されるようになった今日において、地方の振興は生産

者レベルから地域レベルのどの段階においても、それぞれの地域内のアクタ

ーの意思決定範囲の確保が課題となっている。持続可能な地域振興を実現す

るためには、ローカルの意思決定の範囲を拡大し、得られる経済的便益を拡

大すべきという概念は、企業による生産部門の国際的垂直統合や流通のグロ

ーバル化に地方が晒されていく課程でより一層浮き彫りにされている。 

一方で、開発の理念・目的が国家や地域の経済開発・経済成長の達成から、

地域社会を構成する一人一人の人間開発や人間の安全保障およびそのような

人々の協働による地域社会の持続性へと大きく変化している。従来の工業化

や産業化においては、科学技術の利用やそれらのより広範囲への適用が開発

の手法として有力視され、持続可能性の担保に地元組織・制度・知識の参加

は必ずしも必要とされなかった。むしろ、地域特有の事情は開発にネガティ

ブな影響を与えるものと理解されていた。しかしながら、地域開発のように、

特に地域の自然や社会環境・条件に依拠しかつ全体的・統合的なアプローチ

を必要とするプロジェクトでは、「人々が開発の担い手として、種々の開発活

動に主体的に参画し、開発の便益を享受する参加が行われるべきであり、こ

のような参加を通じて形成、実施された開発ほどその持続性が担保される。」

という理解が一般化しつつある。 

 わが国で古くから取り組まれている村づくり村おこしにおいても、また最近

開発途上国においても注目されている一村一品運動をモデルとする多様な地

域振興事業においても、その方向性として地方の裁量権の拡大という方向性

が明らかになりつつある。しかしながら、そのような観点でわが国や先進諸

国、開発途上国の地域振興の制度構築を比較検討した研究はほとんど見られ

ない。地域振興の現場では、地方の経済を持続的なものにするためには、中

央や都市部、沿海部などの発展地域とは別に、地域単位での自律的な振興策



 －ii－

が必要であることは認識されつつあるが、その具体的な制度構築はまだ模索

の段階である。 

 「地域振興の制度構築に関する研究」をテーマに掲げているわれわれの研

究は、このような地域振興の制度構築のために必要な条件、アクター間の関

係、資源の利用状況などを、アジア・アフリカの個別の事例を比較検討し、

方向性を明らかにすることを目的としている。 

 具体的には、グローバル・バリューチェインの考え方に即して、マーケッ

ト側に偏りがちな意思決定機構をどこまで生産者に近い地方・地域に持って

くるかという外から内への方向と、地域の未来は地域に住む住民が決めたい

という自治の基本に基づく循環的資源利用をどのように市場と結び付けてい

くかという内から外への方向とが、どのように出会うことができ、開発援助

のマネジメントにおいて外部者がその課程にどのように介入することが可能

かを検討したいと考えている。 

 ２年間の予定で実施される本研究の初年度は、それぞれのメンバーが持っ

ている問題意識の擦り合わせを中心に、地域に対する考え方についてリソー

スによる話題提供を受けながら研究会を実施するとともに、国内調査と１件

の海外調査を実施し、本中間報告書をまとめるにいたった。 

 内容は以下の３点からなる。 

 最初の２章はうえで述べた二つの方向性について、それぞれの立場から説

明している。西川は、地域資源、農業、情報をキーワードに内発的な発展と、

地域内アクターの外部との連携についてまとめ、今後どのような視覚で途上

国の地域振興事例を解析するかのヒントを得ようとしている。吉田は、デマ

ンドドリブンな市場形成において、どこまで地域の生産者をその過程に参画

させることができるか、またローカル市場を生かすことができるかについて

論考している。 

 次の４章は各メンバーの問題意識に基づいて、個別の事例または政策や施

策の分析を行っている。原島は、マラウイにおける生産組合のなりたちを質

的評価手法によって描き出し、農産物の生産における組織化の意味について
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整理している。宗像は、自らが十数年前に青年海外協力隊員として滞在した

村を10年後に再訪した経験を描き出し、外部からの援助とは異なる内発的な

農村観光事業の萌芽について描写している。清家は、徳島県における特徴的

な二つの地域振興事業をとりあげ、開発援助マネジメントの立場から内部者

と外部者の関係性について議論している。佐藤は、わが国の僻地政策の重要

な柱の１つである離島振興法を中心に、地域の振興に関する政府および住民

の考え方の変化と、主体形成、人材育成の視点から国際協力へのインプリケ

ーションを提供している。 

 最後に、松井は、本研究の先行研究である、日本の地域振興がどのように

途上国に伝えられたかという視点を拡大するステップとして、大分県の事例

を中心にわが国の地域振興の施策の変化とそのインパクトについて時系列に

整理し、次年度分権化の進むインドネシアの地域振興の制度構築分析の視点

を提供している。 

 具体的にどのような制度構築が本研究の成果として提案できるかは、本報

告書ではまだ見えてきていないのが現実である。しかしながら、本報告書の

内容が、グローバルな市場経済とローカルな社会の接点を見出す１つのステ

ップとなるとともに、このような接点を求める関係者の参考に資することを

期待している。 

2007年３月 

主査  
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